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 海南市水道事業経営戦略の策定に当たって 1

  

1.1 策定の趣旨 

  

本市の水道事業は、昭和 30（1955）年代初期より給水を開始して以来、市勢の発

展に伴う水需要の増加に対応するため、数次にわたる拡張事業を実施してきました。そ

の後、平成 26（2014）年 4 月には「海南市水道ビジョン」を策定し、本市の将来

像として掲げている「元気 ふれあい 安心のまち 海南」の基本理念のもと、『安心を未

来へ繋ぐ、海南水道』を目指して、「強靭」・「持続」・「安全」の 3 つの政策目標に基づ

き、安全で安心な水道水の安定的、効率的な供給に努めてきました。 

現在、水道の普及率はほぼ 100％に達し、拡張の時代から維持管理の時代に移行し

ています。今後は、急速な少子高齢化に伴う人口減少や節水機器の性能向上と普及等に

よる水需要の減少、これまでに整備された主要施設であります室山浄水場をはじめ、施

設や管路の継続的な更新への対応等、水道事業をとりまく環境は、大変厳しい状況とな

っています。 

こうした中、将来にわたって、水道サービスを安定的・持続的に提供するため、総務

省から中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を公営企業すべての事業に対し、

令和 2（2020）年度までに策定することが求められています。 

本市においても「経営戦略」の策定に取り組み、「投資試算」と「財源試算」を均衡

させた収支計画を策定し、計画的かつ合理的な運用を行うことにより、収支の改善等を

通じた経営基盤の強化を図ります。 

 

1.2 計画期間 

  

経営戦略の計画期間は、令和元年（2019）年度から令和 10（2028）年度までと

します。 
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 事業概要 2

 

2.1 事業の現況 

 

2.1.1 給水 

本市では海南水道事業と下津水道事業の 2 つの水道事業を運営しています。 

海南水道事業は、昭和 32（1957）年に創設認可を取得して事業経営を開始しまし

た。その後、数次の拡張を経て、直近では平成 24（2012）年に第 5 次拡張事業の

変更認可を取得しています。 

下津水道事業は、昭和 30（1955）年に創設認可を取得して事業経営を開始しまし

た。その後、数次の拡張を経て、平成 27（2015）年に第 12 次拡張事業の変更認可

を取得しています。 

 

表 2-1 水道事業の状況（平成 29（2017）年度末現在） 

 
 

2.1.2 施設 

1) 取水施設 

取水施設は、水源から原水を取水するための施設です。海南水道事業は、紀の川の表

流水より原水を取水しています。また、下津水道事業は、下津水源・加茂水源を保有し

ており、有田川伏流水・地下水より原水を取水しています。 

 

2) 浄水施設 

浄水施設は、取水した原水を浄水にするための施設です。海南水道事業の浄水施設は

室山浄水場のみであり、1 日で原水を浄水にできる水量を示す処理能力は21,500m3/

日です。また、下津水道事業の浄水施設は下津浄水場、加茂浄水場の 2 施設であり、

1 日で原水を浄水にできる水量を示す施設能力は合わせて 9,000m3/日です。施設利

用率は海南水道事業、下津水道事業、それぞれ 78..9％、45.2％です。 

表 2-2 施設利用の状況（平成 29（2017）年度末現在） 

 

計画 現在 一日最大 年間 有収水量

給水人口 給水人口 配水量 総配水量 密度

（人） （人） （m3/日） （千m3/年） （千m3/ha）

海南水道事業 40,200 39,294 21,500 6,189 1.67

下津水道事業 13,800 11,332 9,000 1,484 0.27

合 計 54,000 50,626 30,500 7,673 -

事業名

施設能力 施設利用率

（m3/日） （％）

海南水道事業 21,500 78.9
下津水道事業 9,000 45.2

事業名
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3) 送水施設 

送水施設は、浄水場でつくられた水道水を配水施設へ送るため、また、市民の皆様へ

配るための施設です。 

海南水道事業の送水施設は 22 箇所です。また、下津水道事業の送水施設は 23 箇

所です。山間部へ水道水を届けるため、多くの送水施設が必要となります。 

 

4) 配水施設 

配水施設は、浄水場でつくられた水道水を配るための施設です。 

海南水道事業の配水施設は 28 箇所です。また、下津水道事業の配水施設は 21 箇

所です。 

 

5) 管路 

管路は、市内に全長約502kmが布設されており、海南水道事業の全長は約399km、

下津水道事業の全長は約 103km となっています。 
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2.1.3 料金 

本市では、基本料金と超過料金の二部料金制を採用しています。 

基本料金については、基本水量を用途別に設定した用途別料金体系を採用し、超過料

金については、基本的に、使用量が多くなるほど単価が高くなる逓増制を採用していま

す。また、使用水量とは別に給水管の口径の大きさに応じたメーター使用料を徴収して

います。 

 

表 2-3  1 か月あたりの水道料金算定表（税込） 

 

 

 

 

用途別 基本料金

10m3まで 11～20m3までの分 137円

21～50m3までの分 174円

1,371円 51m3以上の分 193円

20m3まで 21～50m3までの分 174円

51～100m3までの分 211円

2,743円 101m3以上の分 236円

200m3まで 201m3以上の分

16,524円 86円

10m3まで 11m3以上の分

2,743円 287円

1m3まで 1m3につき

287円

（共用） 1戸当たり 11～20m3までの分 137円

10m3まで 21～50m3までの分 174円

1,371円 51m3以上の分 193円

平成17（2005）年4月1日改定

岸壁給水用

家事用

超過料金（1m3につき）

家事用

業務用

湯屋営業用

特設給水用

口径 13ミリ 20ミリ 25ミリ 40ミリ 50ミリ

使用料金 64円 108円 129円 248円 918円

口径 75ミリ 100ミリ 150ミリ 200ミリ

使用料金 1,242円 1,998円 3,186円 4,806円
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2.1.4 組織 

 現在の組織体制は、市長である水道事業管理者の下、水道部の中に業務課、工務課、

施設維持課（室山浄水場・下津浄水場）の 3 課を配置し、それぞれの係により実務に当

たっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 図 2-1 組織体制 

 

2.2 これまでの主な経営健全化の取組 

 

 これまでの主な経営健全化の取組は以下のとおりです。 

・水道事業に接続可能な簡易水道事業を統合し、施設の効率化を図りました。 

・広報誌“水流”を水道部として発行してきましたが、市の広報誌と統合することで、

効率化を図りました。 

・平成 26（2014）年 4 月に策定した「海南市水道ビジョン」の進捗評価及び見直し

を図るとともに、今後の 50 年を見据えた施設・管路の更新計画を策定し、更新計画

を実現するための財政計画を立案するため、「海南市水道ジビョン」を改訂するととも

に、「海南市水道施設再構築計画」を策定しました。 

 

 

2.3 経営比較分析表を活用した現状分析 

 

直近の経営比較分析表による本市水道事業の評価を次項に示します。 
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 将来の事業環境 3

 

3.1 給水人口の予測 

 

 給水人口の予測は、下図に示すのフローのとおり予測しました。 

 

 

 図 3-1 給水人口予測フロー図 

 

行政区域内人口については、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）により公表さ

れた「日本の地域別将来推計人口（平成 25（2013）年 3 月推計）」の推計値を基本

とし、実績値等を活用し補正しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社人研
コーホート要因法

（実績補正）

人口予測

海南市

行政区域内人口

下津水道事業

給水区域内人口

将来推計

下津水道事業

給水人口

海南水道事業
給水普及率

（将来推計値）

下津水道事業
給水普及率

（将来推計値）

給水区域内人口の比率で按分
（最新年度実績値）

海南水道事業

給水区域内人口

海南水道事業

給水人口

旧簡易水道事業

給水区域内人口

加算
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給水人口の過去の実績と将来の予測結果は以下のとおりです。 

本市の給水人口は、平成 29（2017）年度の簡易水道事業の統合により一旦増加し、

平成 29（2017）年度に 50,626 人となりましたが、、令和 10（2028）年度では

44,330 人にまで減少すると予測しています。 

 

 

 

 図 3-2 給水人口の動向 

 

 

 

年度 H21(2009) H22(2010) H23(2011) H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

給水人口（人） 49,201 48,681 48,148 47,802 47,279 46,624 46,005 46,383 50,626 50,470

年度 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028)

給水人口（人） 49,880 49,280 48,670 48,050 47,430 46,810 46,190 45,570 44,950 44,330
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3.2 水需要の予測 

 

 水需要の予測は、過去の実績を考慮しつつ、時系列傾向分析や有収水量使用動向を分

析しつつ、下図に示すフローのとおり予測しました。 

 

 

 図 3-3 水需要予測フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水量予測

生活用水 業務・営業用水 工場用水

有収水量有 収 率

一日最大配水量

一日平均配水量負 荷 率

時系列傾向分析時勢の変化による推計

比較

時系列傾向分析

その他用水

時系列傾向分析 時系列傾向分析

簡易水道統合分有収水量
加算

簡易水道統合分一日平均配水量
加算

簡易水道有収率

簡易水道統合分一日最大配水量

簡易水道負荷率

加算
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水需要予測の結果の内、一日平均配水量の過去の実績と将来の予測結果は以下のとお

りです。 

本市の一日平均配水量は、給水人口と同様に、平成 29（2017）年度の簡易水道事

業の統合により一旦は増加し、平成 29（2017）年度に 21,022m3/日となりました

が、令和 10（2028）年度では 16,950m3/日にまで減少すると予測しています。 

 

 

 

 図 3-4 一日平均配水量 

 

年度 H21(2009) H22(2010) H23(2011) H24(2012) H25(2013) H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018)

一日平均配水量（m3/日） 19,427 19,326 18,863 18,458 18,191 17,663 17,602 18,036 21,022 19,850

年度 R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023) R6(2024) R7(2025) R8(2026) R9(2027) R10(2028)

一日平均配水量（m3/日） 19,560 19,240 18,940 18,630 18,350 18,060 17,750 17,480 17,210 16,950
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3.3 給水収益の見通し 

 

給水人口、配水量の減少により、給水収益は減少傾向になる見通しであり、計画期間

内に約 11％の給水収益の減少を見込んでいます。なお、給水収益の見通しは、水需要

予測で推計した有収水量を反映して推計しました。 

 

 

 図 3-5 給水収益の見通し 
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3.4 施設の見通し 

 

本市の水道事業は人口の増加等に対応するため、これまで、浄水場、配水池等の多く

の施設や管路の整備を進めてきました。これらの資産を現状規模で更新するためには

579 億円の費用が必要であると試算しています。その内訳としては、管路が全体の 452

億円と最も大きくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 3-6 水道資産の更新費用とその内訳 

 

3.5 組織の見通し 

 

職員数は平成 20（2008）年度には 26 人で、ここ 10 年間で増減はしつつも、10

年前と同様 26 人で水道事業を運営しています。 

今後は、施設や管路の更新が増大することが想定される一方で、職員の増加は見込め

ないため、１人当たりの業務量が増加することが考えられます。 

そのため、他事業体との広域連携や民間委託の拡大について、継続的に検討していく

必要があります。 
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 経営の基本方針 4
 

近年、本市の給水人口は、減少傾向にあります。今後も、急速な少子高齢化に伴う

人口減少や節水機器の性能向上と普及等による水需要の減少は、継続すると予想して

おり、水需要の減少に伴う料金収入の減少は水道事業の経営には悪影響を与えます。  

一方、これまでに整備された主要施設であります室山浄水場をはじめ、施設や管路

の継続的な更新への対応等、多くの投資が必要な状況です。 

今後、このような収入の減少と費用の増加により、水道事業の経営環境は、悪化し

ていくことが考えられます。  

経営の方針としては、平成 31（2019）年 4 月に改訂した「海南市水道ビジョン

（改訂版）」との整合を図りつつ、ビジョンの基本理念と理想像を実現するための「投

資試算」と適切な投資を実施するための「財源試算」を行い、「投資試算」と「財源試

算」の均衡を図り、健全な経営を行うこととします。 
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 投資・財政計画（収支計画） 5
 

5.1 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 
 

5.1.1 収支計画のうち投資についての説明 

1) 投資目標 

投資目標は、海南市水道ビジョン（改訂版）に掲げた以下の指標について、目標値

を設定します。 

 

表 5-1  投資目標 

 

 

目標 指標 PI番号 単位 優位性
平成29年度

（2017年度）
令和10年度

（2028年度）

浄水施設の耐震化率 B602 ％ ↑ 0.0 0.0

配水池の耐震化率 B604 ％ ↑ 47.8 55.0

管路の耐震管率 B605 ％ ↑ 20.2 24.0

基幹管路の耐震適合率 B606-2 ％ ↑ 43.7 60.0

浄水施設の耐震化率 B602 ％ ↑ 0.0 0.0

配水池の耐震化率 B604 ％ ↑ 24.4 24.4

管路の耐震管率 B605 ％ ↑ 10.3 12.0

基幹管路の耐震適合率 B606-2 ％ ↑ 28.5 35.0

※優位性　「↑」：高いほど良い、「↓」：低いほど良い、「－」：いずれでもない

施設耐震化対策
（海南水道事業）

施設耐震化対策
（下津水道事業）
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2) 中長期的な更新需要を踏まえた 10 年間の投資計画 

本市は投資目標を達成するため、今後 10 年間で約 106 億円の投資を予定していま

す。今後 10 年間の投資計画を以下に示します。本投資計画は、将来需要を考慮した

施設規模の適正化、長寿命化を考慮した更新基準年数を反映しています。 

 

 

 図 5-1 今後 10 年の投資計画 
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5.1.2 収支計画のうち財源についての説明 

1) 財政目標 

将来も、施設や管路の健全性を維持した上で、安定した給水を行い、健全な経営を

継続するために、財政に係る以下の指標について、目標値を設定します。 

 

表 5-2  財政目標 

 

 

2) 主な財源 

＜料金＞ 

現行の料金水準では、将来的に経常収支比率、料金回収率ともに 100％を下回り、

純損失の計上、内部留保資金が枯渇する見込みであるため料金改定を検討します。  

 

＜企業債＞ 

今後、室山浄水場の整備など、多額の投資を実施する必要があります。そのため、

一時的には企業債へ依存度を上げざるをえません。投資計画額に対する企業債の充当

率は 80％とします。  

 

＜交付金＞ 

交付金を積極的に活用します。直近では室山浄水場への導水管更新、海南下津相互

連絡管整備の財源として活用を見込みます。 

 

＜繰入金＞ 

 総務省の繰出し基準に準じて一般会計からの繰入金を見込みます。 

目標設定 指標 PI番号 単位 優位性
平成29年度

（2017年度）
令和10年度

（2028年度）

経常収支比率 C102 ％ － 101.8 100以上

料金回収率 C113 ％ － 97.2 100以上

※優位性　「↑」：高いほど良い、「↓」：低いほど良い、「－」：いずれでもない

資金の確保
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5.1.3 投資・財政計画（収支計画） 

1) 前提条件 

表 5-3 収益的収入の条件 

項目 条件 

① 給水収益 ・水需要予測結果に基づく年間有収水量に平成 29（2017）年度の供

給単価（162.35 円/m3）を乗じて推定 

・料金改定を考慮する場合は、供給単価 162.35 円/m3 に改定率を乗

じて推定 

② その他営業収益 ・平成 29（2017）年度の決算値で一定と推定 

③ 営業外収益 ・基本的に平成 29（2017）年度の決算値で一定と推定 

・長期前受金戻入は、新規投資分は投資計画に基づいて算定した値で推

定、既存分は、既計画値を採用 

・他会計補助金は既計画値で推定 

④ 特別利益 ・見込まない 

 

表 5-4 収益的支出の条件 

項目 条件 

① 営業費用 ・基本的に平成 29（2017）年度の決算値で一定と推定 

・動力費、薬品費は、水量減少と同率で減少するものと推定 

・修繕費は室山浄水場の延命化を考慮し、令和 2（2020）年度より

20,000 千円/年を増額と推定 

・受水費について、海南水道事業は導水管整備に伴う既計画値を採用し、

下津水道事業は受水量に受水単価を乗じて推定 

・減価償却費は、新規投資分は投資計画に基づいて算定した値を採用、

既存分は、既計画値を採用 

② 支払利息 ・新規投資分の支払利息の利率は、直近 5 年間の平均値 0.96%を切り

上げ、1.0%を採用した。 

③ その他営業外費用 ・平成 29（2017）年度の決算値で一定と推定 

④ 特別損失 ・見込まない 
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表 5-5 資本的収入の条件 

項目 条件 

① 企業債 ・新規投資分の建設改良費に対し 80％分を借入するものとし、償還

期間は、据置 5 年でその後 25 年間で償還 

② 他会計出資金 ・既計画値で推定 

③ 国庫補助金 ・導水管更新事業に係る計画値、連絡管整備に係る計画値を採用 

④ 工事負担金 ・令和元年（2019）年度は計画値、それ以降は平成 29（2017）

年度の決算値一定と推定 

 

表 5-6 資本的支出の条件 

項目 条件 

① 建設改良費 ・投資計画の予定額で推計、また、令和元年（2019）年度計画値を

参考に人件費を 60,000 千円将来一律に計上した。 

② 企業債償還金 ・新規投資分は投資計画に基づいて算定した値で推定、既存分は、既

計画値を採用 
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2) 投資・財政計画の結果 

前述の前提条件を踏まえて試算した投資・財政計画を以下に示します。 

 

表 5-7 投資・財政計画（収支計画_収益的収支） 
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表 5-8 投資・財政計画（収支計画_資本的収支等） 
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3) 収支計画まとめ 

収支計画では、現行水道料金を維持した場合、計画期間の 10 年間では常に純損失

が発生し、令和 6（2024）年度には資金不足に陥る見込みであるため、令和 6（2024）

年度までには料金改定を検討する必要があります。 

なお、料金改定に関しては、今後の水需要の減少傾向から、1 回目の改定後も財政

状況や事業の実施状況を勘案しつつ、定期的な改定を検討します。 
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【収益的収支】 

 

図 5-2 収益的収支の推移 

 

【企業債残高及び資金残高】 

 
図 5-3 企業債残高及び資金残高の推移 



-23- 

5.2 今後検討予定若しくは実施する取組の概要 
 

5.2.1 投資について検討状況等 

「民間の資金・ノウハウ等の活用（PFI・DBO の導入等）」  

水道法の改正により、自治体に認可を残したまま民間に運営権を売却するコンセッ

ション方式（民間資金を活用した社会資本整備のひとつ）を導入することが可能にな

るなど、民間の資金やノウハウを取り入れて事業の基盤強化を図る環境が整いつつあ

ります。室山浄水場の整備など将来的に大規模な事業が必要となり、資金確保が困難

である場合や民間活用による効率化が図られると考えられる場合には、民間資金活用、

民間ノウハウ等の活用を検討します。 

  

「施設・設備の廃止・統合（ダウンサイジング）」  

今後の水需要が減少傾向にあるため、施設・設備を更新する際には、ダウンサイジ

ングを考慮することで、施設の効率的な利用を行います。  

 

「施設・設備の合理化（スペックダウン）」 

ダウンサイジングと共にスペックダウンについても、施設・設備を更新する際には

考慮することで、適切な施設規模による運営を行います。  

 

「施設・設備の長寿命化等の投資の平準化」 

水道事業では、老朽化が進んでいる施設が複数存在しています。老朽化施設は、順

次更新することが前提となりますが、優先度の高い施設から更新を行うとともに、可

能な限り延命化を図ります。 

投資については、水道事業の経営に悪影響を及ぼさないよう平準化を行います。 

 

「広域化」  

水需要は減少傾向にあるため、施設の利用効率の低下が懸念されます。このような

中、水道法が改正され、県が基盤強化計画を定め、関係自治体などによる協議会を設

置できることになるなど、広域連携を進めるための環境が整いつつあります。将来的

に近隣の水道事業体と、事業統合、経営の一体化、管理の一本化、施設の共同化など

広域化の検討が解決策の一つとして挙げることができます。広域化については、県や

近隣事業体との連携を図りながら、必要に応じて検討します。 
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5.2.2 財源について検討状況等 

「料金」  

室山浄水場の整備を開始する段階において、料金改定を検討します。その後におい

ても、社会情勢や景気の動向などにより、給水収益の悪化や支出の増大など経営への

悪影響を及ぼす恐れがあるため、定期的に料金水準の妥当性を検討します。  

  

「企業債」 

投資計画に対する今後の企業債の充当率を 80％と設定しましたが、経営状況により

充当率の見直しを行います。 

  

「繰入金」  

現行どおり、総務省の繰出し基準に基づく繰入金を基本としています。 

  

「資産の有効活用等による収入増加の取組」  

遊休資産の売却や貸付、小水力発電や太陽光発電など、今後の資産の有効活用によ

り、事業運営にメリットがあると認められた場合は、収入増加の取組として検討しま

す。 
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5.2.3 投資以外の経費についての検討状況等 

「委託料」  

現在、施設の維持管理などに関して、一部外部への委託を行っています。今後は、

委託範囲の拡大など、より効率的な事業運営となるよう、委託のあり方を検討します。 

  

「修繕費」  

修繕費は、室山浄水場の延命化を考慮します。延命化費用は現状では詳細に不明で

あるため、今後実施する延命化実績を基に修繕計画を検討し、見直しの際に反映しま

す。 

  

「動力費」  

老朽化設備の更新の際には、配水量の減少に伴う設備能力の見直しや高効率な設備

の導入、インバーター制御による運転など動力費の削減につながる設備への更新を行

います。  

  

「職員給与費」  

職員数、職員給与費ともに現状維持を見込んでいますが、今後、維持管理業務等の

委託範囲が変更となった場合には、職員数の適正化を図る必要が生じる可能性があり

ます。 
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 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項 6
 

経営戦略の事後検証、更新等に関する事項として、以下の取組を行います。  

 

① 定期的に、給水実績と水需要予測で推計した結果を比較します。  

② 毎年、決算状況と財政計画により推計した結果を比較します。  

③ 定期的に、投資計画、財政計画の進捗状況を明らかにするため、実施計画に対する

進捗管理を行います。  

④ 経営戦略の事後検証として、上記①～③の点検を定期的に行います。また、この結

果を踏まえ、水道ビジョンの見直しとともに 5 年毎を目途に水需要予測、財政計画、

事業化計画の見直し検討します。 

 

 

 

 


